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＜介護医療院の主な関係法令等＞

【主な関係法令】

・介護保険法(平成9年法律第123号) （以下「法」という。）

・介護保険法施行令(平成10年政令第412号) （以下「施行令」という。）

・介護保険法施行規則(平成11年厚生省令第36号) （以下「施行規則」という。）

【運営関係】

条例

・介護保険法に基づく介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準等を定める

条例（平成30年岡山県条例第46号） （以下「条例」という。）

・介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等を定

める条例（平成24年岡山県条例第62号）

・介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指

定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定め

る条例（平成24年岡山県条例第65号）

省令

・介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準

（平成30年厚生省令第5号）

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成11年厚生省令第37号）

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18年厚生労働省令第35号）

・医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）

条例解釈通知

・介護保険法に基づき条例で規定された介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

の基準について（令和3年4月1日付け指第51号）

・介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び指定介護予防サービ

ス等の基準等について（令和3年4月1日付け指第47号）
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告示

・厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成27年厚生労働省告示第94号）

・厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生労働省告示第95号）

・厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年厚生労働省告示第96号）

・厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所

介護費等の算定方法（平成12年厚生省告示第27号）

・厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

（平成12年厚生省告示第29号）

省令解釈通知

・介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について

（平成12年3月17日付け老老発0322第1号）

・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

（平成11年9月17日付け老企第25号）

【報酬関係】

報酬告示

・指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

（平成12年厚生省告示第21号）

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成12年厚生省告示第19号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第127号）

・厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る指導管理等並びに単位数

（平成12年厚生省告示第30号）

・厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る施設基準等

（平成12年厚生省告示第31号）

・厚生労働大臣が定める特定診療費及び特別診療費に係る特別な薬剤

（平成12年厚生省告示第32号）

留意事項通知

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特

定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定
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に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成12年3月8日付老企第40号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について

（平成18年3月17日付老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号）

【その他】

・介護保険法第51条の3第2項第1号及び第61条の3第2項第1号に規定する特定介護保険

施設等及び特定介護予防サービス事業者における食事の提供に要する平均的な費用

の額を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額

（平成17年厚生労働省告示第411号）

・介護保険法第51条の3第2項第2号に規定する特定介護保険施設等における居住等に

要する平均的な費用の額及び施設の状況その他の事情を勘案して厚生労働大臣が定

める費用の額並びに同法第61条の3第2項第2号に規定する特定介護予防サービス事

業者における滞在に要する平均的な費用の額及び事業所の状況その他の事情を勘案

して厚生労働大臣が定める費用の額（平成17年厚生労働省告示第412号）

・介護保険法第51条の3第2項第1号及び第61条の3第2項第1号に規定する食費の負担限

度額（平成17年厚生労働省告示第413号）

・介護保険法第51条の3第2項第2号に規定する居住費の負担限度額及び同法第61条の3

第2項第2号に規定する滞在費の負担限度額（平成17年厚生労働省告示第414号）

・居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針

（平成17年厚生労働省告示第419号）

・特定診療費の算定に関する留意事項について（平成12年老企第58号）

・通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

（平成12年老企第54号）

・介護保険施設等におけるおむつ代に係る利用料の徴収について

（平成12年老振第25号・老健第94号）

・介護保険施設等における日常生活費等の受領について

（平成12年老振第75号・老健第122号）

・厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等

（平成12年厚生省告示第123号）

・厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順

（平成18年厚生労働省告示第268号）

・医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について
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（平成17年老振発第0728001号）

・認知症介護実践者等養成事業の実施について（平成18年老発0331010号）

・認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について（平成18年老計発0331007号）

・厚生労働大臣が定める療養（平成18年厚生労働省告示第142号）

・要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合

（平成20年厚生労働省告示第128号）

・診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）

・基本診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第62号）

・医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に

関連する事項等について

（平成18年4月28日老老発0428001号・保医発第0428001号）

※法令･通知等は、次の文献、ホームページ等でもご確認ください。

文献：介護報酬の解釈 単位数表編《令和３年４月版》

介護報酬の解釈 指定基準編《令和３年４月版》

介護報酬の解釈 QA・法令編《令和３年４月版》

医科点数表の解釈《令和２年４月版》

(発行：社会保険研究所)

介護医療院開設に向けたハンドブック《令和３年８月版》

(発行：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社（厚生労働省委託事業））

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196478.html

ＨＰ：厚生労働省 法令等データベースシステム

https://www.mhlw.go.jp/hourei/index.html

総務省 法令データ提供システム

https://elaws.e-gov.go.jp/

岡山県 指導監査室

https://www.pref.okayama.jp/soshiki/340/
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１ 介護医療院と介護医療院サービス

○介護医療院とは

長期にわたり療養が必要である者（要介護者）に対し、施設サービス計画に基づいて、療養

上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活

上の世話を行うことを目的とする介護保険施設。

○介護医療院サービスとは

介護医療院に入所する要介護者対し、施設サービス計画に基づいて行われる療養上の管理、

看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話。

（介護保険法第8条第29項）

（条例第２条）

○提供されるサービスの分類

・Ⅰ型介護医療院（介護療養病床相当以上）

主として長期にわたり療養が必要である者であって、重篤な身体疾患を有する者、身体合

併症を有する認知症高齢者等を入所させるためのもの。

・Ⅱ型介護医療院（老人保健施設相当以上）

Ⅰ型以外のもの

※サービスの提供は療養棟単位。（１療養棟は６０床以下）ただし、規模が小さい場合につ

いては、介護療養病床での取扱いと同様に療養室単位でのサービス提供を可能とする。

※Ⅰ型療養棟とⅡ型療養棟の併設は可能。ただし、同じ類型の複数サービス費の算定は不可

となるので注意すること。

○医療機関併設型介護医療院等の形態

・医療機関併設型介護医療院

病院又は診療所に併設され、入所者の療養生活の支援を目的とする介護医療院

・併設型小規模介護医療院

医療機関併設型介護医療院のうち、入所定員が１９人以下のもの。（病院又は診療所に１

ヵ所の設置とする。）

※併設とは、同一敷地内又は隣接する敷地において、サービスの提供、夜勤を行う職員の配

置等が一体的に行われているものを指す。
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２ 介護医療院の開設に当たって

介護医療院の開設に当たっては、次の基準を遵守する必要がある。

（１）人員基準について（基準省令第４条、条例第４条）

日中・夜間を通じて長期療養を主目的としたサービスを提供する観点から、介護療養

病床と介護療養型老人保健施設の基準を参考としている。

Ⅰ型 Ⅱ型

４８：１（施設で3以上） １００:１（施設で1以上）

※併設型小規模介護医療院の場合にあっては、併設される医

療機関により入所者の処遇が適切に行われると認められる

ときは置かないことができる。

※複数の医師が勤務する形態にあっては、それらの勤務延時

医 師 間数が基準に適合すれば差し支えない。ただし、そのうち

の１人は、入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管

理に責任を持つ医師であること。

※介護医療院の職務と施設で行われる（介護予防）通所リハ

ビリテーション、（介護予防）訪問リハビリテーションの

職務が同時並行で行われることで、入所者の処遇に支障が

ない場合は勤務時間を合計して介護医療院の勤務延時間数

としても差し支えない。

薬剤師 １５０：１ ３００：１

看護職員 ６：１ ６：１

５：１ ６：１

介護職員 ※併設型小規模介護医療院については６：１の配置とする。

※看護職員を介護職員とみなしても差し支えないが、その場

合は人員算出上、看護職員として数えることはできない。

リハビリ専門職 PT/OT/ST：適当数

栄養士 定員100以上で1以上

１００：１（1名以上）

※併設型小規模介護医療院については、入所者に対するサー

介護支援専門員 ビスが適切に行われると認めた場合にあっては、実情に応

じた適当数でよい。

※入所者の処遇に支障がない場合は他の職種と兼務が可能。

介護支援専門員 ※医療機関併設型介護医療院については、入所者の処遇に支

障がない場合は併設する病院又は診療所の職務に従事でき

る。
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Ⅰ型 Ⅱ型

放射線技師 適当数

他の従業者 適当数

医師の宿直 必要

※次のいずれかに該当する場合にあって、入所者のサービス

提供に支障がない場合は宿直を要しない。

・Ⅱ型療養床のみを有する介護医療院

・医療機関併設型介護医療院であり、同一敷地内又は隣接

する敷地にある病院又は診療所との連携が確保されてお

り、入所者の病状が急変した場合に当該病院又は診療所

の医師が速やかに診察を行う体制が確保されている場合

・医療法施行規則第9条の15の2に定める場合と同様に、入

所者の病状が急変した場合においても、当該介護医療院

の医師が速やかに診察を行う体制が確保されているもの

として、都道府県知事に認められている場合。

※上記は指定基準であって、報酬上の基準は別途あり。

※一つの介護医療院においてⅠ型及びⅡ型療養床を有する場合、医師及び薬剤師については

それぞれの基準で算定の上合算した数となる。

（２）施設・設備基準（基準省令第５条、第６条 条例第５条、第６条）

１）療養室については、多床室であってもプライバシーに配慮した環境になるよう努めること。

２）医療設備については、医療法等において求められている衛生面での基準との整合性を

図ること。

区 分 基 準

医師が診察を行うのに適切なものであり、次の施設を有すること。

・医師が診察を行う施設

施 診察室 ・喀痰、血液、尿、糞便等について通常行われる臨床検査が行われ

設 る施設（外部委託をする場合は設備を設けなくても可）

基 ・調剤を行う施設は、病院又は診療所に設置される基準を満たすこ

準 と。

・入所者に対する処置が適切に行われる広さを有する施設であること。

処置室 （診察室と兼用可）

・診察の用に供するエックス線装置



8

区 分 基 準

・定員：４名以下

・床面積：８．０㎡/人以上（療養病床等からの転換の場合 大規模改

修までの間は６．４㎡/人以上で可）

・地階に設けてはいけない。

・一以上の出入り口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面し

療養室 ていること。

・多床室にあっては、家具、パーティション、カーテン等の組み合わ

せにより室内を区分することで、入所者のプライバシーを確保するこ

と。

施 ※カーテンのみで仕切られているに過ぎないような場合は、プライ

バシーの十分な確保とはいえない。また、家具、パーティション

設 等については、入所者の安全が確保されている場合は、必ずしも

固定されているものに限らない。

設 ・入所者の身の回りの品を保管することができる設備を備えること。

・ナースコールを設けること。

備 ・面積：４０㎡以上

機能訓練室 ・必要な器械及び器具を備えること

※併設型小規模介護医療院の場合は、機能訓練を行うのに十分な

広さを有し、必要な器械・器具を備えることで足りる。

談話室 ・談話が楽しめる広さ

食 堂 ・入所定員１人あたり１㎡以上

・身体が不自由なものが入浴するのに適したもの

浴 室 ・一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴

槽を設けること。

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝﾙｰﾑ ・十分な広さと必要な設備を備えること

洗面所、便所 ・身体の不自由なものが利用するのに適したもの

他設備 サービス・ステーション、調理室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室

医療の ・診療の用に供する電気、光線、熱、上記又はガスに関する構造設備、

構造設備 放射線に関する構造設備

・危害防止上必要な方法を講ずること。

構 階 段 ・手すりを設けること

造 ・廊下幅：１．８ｍ以上、中廊下の場合は２．７ｍ以上

設 廊 下 ※転換の場合 廊下幅：１．２ｍ以上、中廊下１．６ｍ以上

備 ・手すり、常夜灯を設けること

耐火構造 ・原則、耐火建築物（２階建て又は平屋建てのうち特別な場合は準耐

火建築物）※転換の場合は特例あり

・消火設備等その他の非常災害に際して必要な設備を設けること

・床面積を定めない施設については、施設の機能を十分発揮し得る適

当な広さを確保するよう配慮すること。

その他 ・機能訓練室、談話室、食堂、レクリエーション・ルーム等を区画せ

ず、オープンスペースとすることも可であるが、その場合には、サー

ビス提供に支障を来さないよう、全体面積が各施設で必要とされてい

る面積の合計値以上であること。
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（３）運営に関する基準等

１）管理者による管理及び管理者の責務（条例第２６条、第２７条）

管理者は、都道府県知事の承認を受けた医師であること。また、管理者は専ら当該施設業

務に従事する常勤の者であり、その業務は次のとおりである。

①当該施設の従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行う。

②従業者に運営の基準を遵守させるための必要な指揮命令を行う。

③施設に医師を宿直させる。（サービス提供に支障がない場合を除く。）

※管理者の兼務について

介護医療院の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができる。

・当該施設の従業者として職務に従事する場合

・同一敷地内にある他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場

合にあっては、介護医療院の管理業務に支障がないと認められる場合

２）運営規程の設置（条例第２９条）

事業を開始するに当たっては、次の事項について定めておく必要がある。

①施設の目的及び運営の方針

②従業員の職種、員数及び職務の内容

③入所定員（Ⅰ型療養床に係る入所定員数、Ⅱ型療養床に係る入所定員数及びその合計数）

④入所者に対する介護医療院サービスの内容及び利用料その他の費用の額

⑤施設の利用に当たっての留意事項

⑥非常災害対策

⑦虐待の防止のための措置に関する事項（令和６年３月３１日まで努力義務）

⑧その他施設の運営に関する重要事項

※入所者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行

う手続きについて定めておくことが望ましい。

※医師の宿直の有無について定めておくこと。（医師の宿直がない施設についてはその

事由を定めておくこと）

３）従業者の勤務体制の確保等（条例第３０条）

事業者は、適切なサービスの提供ができるよう従業者の勤務体制を定めておく必要がある。

なお、夜間の安全の確保及び入所者のニーズに対応するため、看護・介護職員による夜勤

体制を確保するとともに、休日、夜間等においても医師との連絡が確保される体制をとるこ

と。

また、従業者の資質向上のため、研修の機会を確保しなければならない。この場合におい

て、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員等を除く。）に対し、

認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。

（令和６年３月３１日まで努力義務）

適切な介護医療院サービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。

★【ポイント】職員の勤務体制については、実際に勤務する職種とその時間、兼

務の状況、常勤・非常勤の別を明確にし、勤務形態一覧表でそれぞれの職種が

人員基準を満たしていることを明記すること。
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４）計画担当介護支援専門員（条例第１７条、第２８条）

ア 施設サービス計画に関する業務を担当者は介護支援専門員とする。（計画担当介護支

援専門員）

イ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成業務のほか、次の業務を行う。

①入所申込者の心身状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況の把握

②居宅において日常生活を営むことが可能かどうかについての定期的な検討及びその内

容の記録

③退所に際しての、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業

者に対しての情報提供及び保険医療サービス又は福祉サービス提供者との連携

④苦情内容等の記録

⑤事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

５）業務継続計画の策定等（条例第３０条の２）（令和６年３月３１日まで努力義務）

①感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護医療院サービスの提供を継

続的に実施するとともに、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継

続計画）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。

②従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を（年

２回以上）定期的に実施しなければならない。

③定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。

６）非常災害対策（条例第３２条）

次の非常災害対策をとる必要がある。

①非常災害に関する具体的な計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制の

整備を行い、これらについて定期的に従業員への周知を行う。

②定期的な避難、救出その他必要な訓練の実施

③入所者の状態や施設が所在する地域の地理的実情を踏まえ、想定される災害の種類ごと

に、その規模及び被害の程度に応じた実効性のある具体的な計画を立てる。

④日頃から消防団や地域住民との連携を図り、消火避難等に協力が得られるような体制作

りに努めるとともに、全ての従業者がその内容を熟知し、実行できるようにすること。

⑤非常災害時に入所者の安全の確保が図られるよう、市町村や地域住民のほか、医療や福

祉にかかわる他の事業所等との連携体制の整備に努めるとともに、訓練の実施に当たっ

ては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。

⑥非常災害時には、地域の高齢者や障害者、乳幼児等特に配慮を要する者を受け入れる等、

援護が必要となった者への支援協力に努める。

７）衛生管理等（条例第３３条）

ア 施設、食器その他の設備又は飲用水について適正な管理に努め、衛生上必要は措置を

講じること。

イ 医薬品及び医療機器の管理を適正に行うこと。

ウ 感染症や食中毒の発生、まん延の防ぐため次の措置を講じること。

①対策を検討する委員会の設置、概ね三月に一回以上開催及び介護職員その他

の従業者へのその結果の周知徹底

②指針の整備

③介護職員その他の従業者に対する感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた
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めの研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を（年２回以上）定

期的に実施

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練の実施は令和６年３月３１日まで

努力義務）

④別に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する

手順に沿った対応の実施

８）協力病院（条例第３４条）

入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ協力病院を定めておくこと。また、あら

かじめ協力歯科医療機関を定めておくよう努めること。

また、協力病院の選定にあたっては、次の点に留意すること。

・協力病院は、自動車等による移送に要する時間が概ね２０分以内の近距離にあること。

・病状急変等の事態に適切に対応できるものであること。

・円滑な協力を得るため、あらかじめ必要な事項を取り決めておくこと。

９）掲示（条例第３５条）

次の事項について、施設の見やすい場所に掲示すること。

なお、次の事項を記載した書面を当該施設に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、掲示に代えることができる。

①運営規程の概要

②従業者の勤務体制

③協力病院

④利用料

⑤その他サービス選択に資すると認められる重要事項

10）秘密の保持等（条例第３６条）

①従業者は、正当な理由なく業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らしてはいけ

ない。

②事業者は、従業者であった者が正当な理由なく業務上知り得た入所者又はその家族の秘

密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。

③居宅介護支援事業所等に対して、入所者に関する情報を提供する際には、あらかじめ文

書により入所者の同意を得ること。

11）苦情処理等（条例第３８条）

入所者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、次の事項について必要な

措置等を講じること。

①苦情を受け付けるための窓口の設置

②苦情内容の記録

③苦情に関して市町村が行う調査に協力すること。また、市町村から指導又は助言を受け

た場合はそれに従って必要な改善を行うこと。

④市町村からの求めがあった場合は、③の改善内容を報告すること。

⑤苦情に関して国保連合会が行う調査に協力し、指導又は助言を受けた場合、その指導等

に従って必要な改善を行い、連合会からの求めがあった場合は、改善内容を報告する

こと。

12）事故発生の防止及び発生時の対応（条例第４０条）

事故発生又はその再発防止のため、次に定める措置を講じること。
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①事故発生時の対応、その報告方法等が記載された事故発生防止のための指針の整備

「事故発生防止のための指針」には次のような項目を盛り込むこと。

・施設における介護事故の防止に関する基本的な考え方

・介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項

・介護事故防止のための職員研修に関する基本方針

・施設内で発生した介護事故等の報告方法等の介護に係る安全の確保を目的とした改

善のための方策に関する基本方針

・介護事故発生時の対応に関する基本方針

・入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

・その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針

②事故発生時又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合の事実報告及びその分析を通

じた改善策の従業者に周知徹底する体制の整備

③事故発生防止のための委員会の開催及び従業者に対する研修の実施

④事故の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者を置く

こと。

（事故発生時の対応）

①速やかに市町村、入所者の家族等への連絡及び必要な措置を講じること。

②事故に際して採った処置についての記録の整備

③賠償すべき事故が起こった場合には速やかに損害賠償を行うこと。

※賠償すべき事態となった場合は、速やかに賠償しなければならない。そのため、損害

賠償保険に加入しておくか又は賠償資力を有することが望ましい。

④事故の状況によっては、事業所を管轄する県民局へ報告を行うこと。

（参考：介護保険施設・事業所等における事故等発生時の対応に係る指針（岡山県版））

３ 入所申込者への対応、サービスの提供等

（１）内容及び手続きの説明等について（条例第７条）

入所申込者又はその家族に対して次の事項について記載した文書（重要事項説明書）を交付し

て説明を行い、文書による同意を得ることが望ましい。また、説明にあたっては懇切丁寧に行う

こと。

①施設の運営規程の概要

②従業員の勤務体制

③その他入所申込者のサービスの選択に資すると認められる事項

（２）サービス提供拒否の禁止及び提供困難時の対応（条例第８条、第９条）

①正当な理由なくサービスの提供を拒んではいけない。

②入所申込者の病状等を勘案し、自ら必要なサービスの提供が困難と認めた場合は、適切な病

院又は診療所を紹介する等の適切な措置を速やかに講じること。

（３）入所及び退所（条例第１２条）

１）入所者の決定に当たっては、次の事項に留意すること。

①入所申込者の心身の状況、病状、置かれている環境等を照らし、療養上の管理、看護、
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医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療等が必要であると認められ

ること。

②入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超えている場合には、介護

医療院サービスを受ける必要性の高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよ

う努めること。

２）入所に当たっては、入所者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、心身の状況、

生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況等の把握に努めること。

３）サービス提供を行っている間は、心身の状況、病状、置かれている環境等に照らし、その

入所者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて、医師、薬剤師、看護

職員、介護職員、介護支援専門員等の従業者の間で定期的に検討し、その内容等を記録して

おくこと。

４）退所に当たっては、次の事項に留意すること。

①入所者又はその家族に対し適切な指導を行う。

②居宅介護支援事業者に対し情報の提供に努める。

③退所後の主治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努める。

（４）サービスの提供の記録（条例第１３条）

１）入所者の被保険者証に次の事項を記載すること。

①入所の年月日及び入所した介護保健施設の種類及び名称

②退所年月日

２）サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録しておくこと。

（５）利用料等の受領（条例第１４条）

１）法定代理受領サービスに該当する介護医療院サービスを提供した際には、入所者から利用

料の一部として、施設サービス費用基準額から当該施設に支払われる施設介護サービス費の

額を控除して得られた額を受領すること。

２）法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービスを提供した際に支払を受ける利用

料の額は、施設サービス費用基準額との間に不合理な差額が生じないようにすること。

３）上記以外に、次に掲げる費用の額の支払いを受けることができる。

①食事の提供に要する費用

②居住に要する費用

③特別な療養室の提供を行ったことに伴い必要となる費用

④特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる費用

⑤理美容代

⑥その他介護医療院サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必

要となる費用であって、入所者に負担させることが適当と認められるもの

（保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目の費用は

認められない。）

※上記の費用のうち①～④の費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるも

のとする。

※これらの費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ入所者又はその家族
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に対し、サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、入所者の同意を

得ること。特に①～④の費用については文書による同意を得ること。

（６）保険給付の請求のための証明書の交付（条例第１５条）

法定代理受領サービスに該当しない介護医療院サービスに係る費用の支払いを受けた場合は、

提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書

を交付すること。

（７）サービスの取扱方針（条例第１６条）

１）サービスの提供に当たっては、次の事項に留意すること。

①入所者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、心身の状況等を踏まえて、療養

を妥当適切に行う。また、医師は診療録に記録すること。

②漫然かつ画一的なものとならないように配慮する。

２）従業者は、サービスの提供に当たっては懇切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対し、

療養上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行うこと。

３）入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

っていけない。

４）身体的拘束を行う場合には次の事項を記録すること。

①態様及び時間

②行った際の入所者の心身の状況

③緊急やむを得ない理由

５）身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じること。

①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するととも

に、その結果を介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

※委員会は幅広い職種により構成し、構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすると

ともに、専任の身体的拘束適正化対応策を担当するものを決めておくことが必要であ

る。

②身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

なお、指針には次の項目を盛り込むこと。

・施設における身体的拘束適正化に関する基本的な考え方

・身体的拘束適正化のための委員会その他施設内の組織に関する事項

・身体的拘束適正化のための職員研修に関する基本方針

・施設内で発生した身体的拘束の報告方法等のための方策に関する基本方針

・入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

・その他身体的拘束適正化の推進のために必要な基本方針

③介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施す

ること。（研修内容についても記録しておくこと）

６）施設自らが提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ること。

（８）施設サービス計画の作成（条例第１７条）

１）施設サービス計画の作成に当たっては、入所者の日常生活全般を支援する観点から、地域

住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて施設サービス計画上に位置づける
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ように努めること。

２）入所者について、有する能力、置かれている環境等の評価を通じて入所者が現に抱える問

題点を明らかにし、自立した日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課

題を把握すること。

３）解決すべき課題の把握（アセスメント）に当たっては、入所者及びその家族に面接して行

うこと。（面接を行う際には、その趣旨について十分理解を得るよう説明すること。また、

家族への面接については、テレビ電話等の通信機器等の活用に行われるものを含む。）

４）施設サービス計画の原案を作成するに当たっては、入所者の希望、アセスメントの結果及

び医師の治療方針に基づき、入所者の家族の希望を勘案して、生活に対する意向、総合的な

援助の方針、生活全般の解決すべき課題、介護医療院サービスの目標及びその達成時期、内

容、提供する上での留意事項を記載すること。

５）施設サービス計画の原案の内容について、サービス担当者会議を開催や照会等により専門

的な見地からの担当者の意見を求めること。また、入所者又はその家族にその内容を説明し、

文書により入所者から同意を得ること。

６）作成した施設サービス計画については、入所者に交付すること。

７）作成後は、実施状況の把握（モニタリング）（継続的なアセスメントを含む。）を行い、必

要に応じて施設サービスの変更を行うこと。

８）モニタリングに当たっては、入所者及びその家族並びに担当者との連絡を継続的に行い、

次に定めるところにより行うこと。

①定期的に入所者に面接すること

②定期的にモニタリング結果を記録すること

９）次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催、担当者に対する意見照会等によ

り、施設サービス計画の変更の必要性を担当者から専門的な見地からの意見を求めること。

①要介護更新認定を受けた場合

②要介護状態区分の変更の認定を受けた場合

★【ポイント】施設サービス計画について、入所中は、計画が途切れることのない

ように留意し、計画に基づいてサービスの提供を行うこと。

（９）診療方針等（条例第１８条、第１９条）

１）医師の診療方針については、次に掲げるところによるものとする。

①診療は、必要性があると認められる疾病又は負傷に対して、的確な診断を基とし、療養

上妥当適切に行う。

②診療に当たっては、入所者の心身の状況を観察し、要介護者の心理が健康に及ぼす影響

を十分配慮して、心理的な効果をもあげることができるよう適切な指導を行う。

③入所者の心身の状況、病状、置かれている環境等の的確な把握に努め、入所者又はその

家族に対し、適切な指導を行う。

④検査、投薬、注射、処置等は入所者の病状に照らして妥当適切に行う。

２）入所者の病状からみて必要な医療の提供が困難であると認めたときは、協力病院その他適

当な病院若しくは診療所への入院、若しくは他の医師の対診等を求める等、診療について適

切な措置を講じること。

３）不必要な往診、病院又は診療所への通院は不可。

４）入所者のために往診を求める場合、若しくは病院又は診療所に通院させる場合には、当該
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病院又は診療所の医師、又は歯科医師に対し、入所者の診療状況に関する情報提供を行うこ

と。

５）入所者が往診を受けたり、病院又は診療所に通院した場合には、当該病院又は診療所の医

師、又は歯科医師から入所者の療養上必要な情報の提供を受け、その情報により適切な診療

を行うこと。

（10）栄養管理（条例第２０条の２）

入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入

所者の状態に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。（令和６年３月３１日まで努力

義務）

１）入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、歯科医師、看護師、介護

支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配

慮した栄養ケア計画を作成すること。栄養ケア計画の作成に当たっては、施設サービス計

画との整合性を図ること。なお、栄養ケア計画に相当する内容を施設サービス計画の中に

記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとする

こと。

２）入所者ごとの栄養ケア計画に従い、管理栄養士が栄養管理を行うとともに、入所者の栄

養状態を定期的に記録すること。

３）入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直

すこと。

４）栄養ケア・マネジメントの実務等については、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄

養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示

について」（令和３年３月１６日老認発0316第３号、老老発0316第２号）第４を参考とする

こと。

（11）口腔衛生の管理（条例第２０条の３）

入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の

管理体制を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければならない。

（令和６年３月３１日まで努力義務）

１）当該施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介

護職員に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行うこと。

２）技術的助言及び指導に基づき、以下の事項を記載した、入所者の口腔衛生の管理体制に

係る計画を作成するとともに、必要に応じて、定期的に当該計画を見直すこと。なお、口

腔衛生の管理体制に係る計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合はそ

の記載をもって口腔衛生の管理体制に係る計画の作成に代えることができるものとするこ

と。

①助言を行った歯科医師

②歯科医師からの助言の要点

③具体的方策

④当該施設における実施目標

⑤留意事項・特記事項

３）医療保険において歯科訪問診療料が算定された日に、介護職員に対する口腔清掃等に係

る技術的助言及び指導又は⑵の計画に関する技術的助言及び指導を行うに当たっては、歯
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科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。

（12）看護及び医学的管理の下における介護（条例第２１条）

１）入所者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、病状及び心身の状況に応じ、適切な

技術を持って看護及び介護を行うこと。

①１週間に２回以上、適切な方法による入浴又は清拭を行う。

②入所者の心身の状況、病状、置かれている環境等に応じ、適切な方法で排泄の自立につ

いて必要な援助を行う。なお、おむつを使用せざるを得ない場合には、入所者の心身及

び活動状況に適したおむつを提供し、適切におむつ交換を実施すること。

③入所者に対して、離床、着替え、静養等その他の日常生活上の世話を適切に行う。

④褥瘡の発生を予防するため、次のことに留意すること。

・褥瘡のハイリスク者に対して、褥瘡予防のための計画の作成、実践並びに評価をする。

・専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者（看護師が望ましい）を決めておく。

・医師、看護職員、介護職員、栄養士等からなる褥瘡予防対策チームを設置する。

・褥瘡対策のための指針を整備する。

・介護職員等に対し、褥瘡対策に関する施設内職員継続教育を実施する。

２）入所者の負担により、従業者以外の者による看護及び介護を受けさせてはならない。

（13）食事の提供（条例第２２条）

１）入所者の食事は、栄養や身体の状況、病状及び嗜好等を考慮したものであるとともに、適

切な時間に行うこと。また、自立の支援の観点から、できるだけ離床し食堂で行われるよう

配慮すること。

２）食の安全の確保や地場産品の消費拡大の視点から、地域で生産された旬の食材を活用し、

季節や行事に応じた食事の提供に努めること。

３）食事の提供については、入所者の嚥下や咀嚼の状況、食欲など心身の状態等を食事に的確

に反映させるため、療養室関係部門と食事関係部門が十分に連携をすること。

（14）相談及び援助（条例第２３条）

１）入所者又はその家族からの相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行う。

２）成年後見制度の活用が必要と認められる場合、その制度が活用できるよう配慮すること。

（15）その他のサービスの提供（条例第２４条）

１）入所者のためのレクリエーション行事を行うように努めるとともに、常に入所者の家族と

の連携を図り、入所者とその家族との交流等の機会を確保するよう努めること。

２）充実した日常生活につながるよう、入所者からの要望を考慮して、嗜好に応じた趣味、教

養又は娯楽に係る活動の機会の提供に努めること。

（16）虐待の防止（条例第４０条の２）（研修の実施を除き、令和６年３月３１日まで努力義務）

虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。

１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

２）虐待の防止のための指針を整備すること。
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３）介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研修を（年２回以上）定期的に実

施すること。

４）虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者を置くこ

と。

★【ポイント】以下の事項を従業者に周知徹底すること。

・養介護施設従事者等は、虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速

やかに市町村に通報しなければならないこと。（高齢者虐待防止法第21条）

・上記の通報を行う際の市町村担当課の連絡先を全従業者が把握していること。

４ その他事務的事項

（１）入所者に関する市町村への通知について（条例第２５条）

介護医療院サービスを受けている入所者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく意見を付

してその旨を市町村に通知すること。

①正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を

増進させたと認められるとき。

②偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。

（２）会計の区分（条例第４１条）

介護医療院サービスの事業の会計とその他の事業の会計は区分すること。

（３）記録の整備（条例第４２条）

入所者に対するサービス提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存

すること。

①施設サービス計画（当初作成分及び変更分ともに）

②居宅において日常生活を営むことができるかどうかについての検討の内容等の記録

③提供した具体的なサービスの内容等の記録

④身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由に

関する記録

⑤苦情の内容等の記録

⑥事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（４）電磁的記録等（条例第５５条）

①施設及びその従業者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、書面で行うことが

規定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこ

とができる。

②施設及びその従業者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもののうち、書面

で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾

を得て、書面に代えて、電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することが

できない方法によることができる。
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５ 介護医療院の基本報酬

Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅰ）

Ⅰ型介護医療院サービス費 （強化型Ａ相当）看護６：１、介護４：１

Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅱ）

（強化型Ｂ相当）看護６：１、介護４：１

Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅲ）

（強化型Ｂ相当）看護６：１、介護５：１

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅰ）

Ⅱ型介護医療院サービス費 （療養型老健相当）看護６：１、介護４：１

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅱ）

（療養型老健相当）看護６：１、介護５：１

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅲ）

（療養型老健相当）看護６：１、介護６：１

特別介護医療院サービス費 Ⅰ型特別介護医療院サービス費

Ⅱ型特別介護医療院サービス費
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【具体的な報酬】

Ⅰ型介護医療院サービス費 特別介護医療院サービス費

サービス費（Ⅰ） サービス費（Ⅱ） サービス費（Ⅲ） Ⅰ型特別サービス費

強化型Ａ相当 強化型Ｂ相当 強化型Ｂ相当 利用者の要件等が
看護6:1 介護4:1 看護6:1 介護4:1 看護6:1 介護5:1 満たせない場合

(ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室 (ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室 (ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室 (ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室

要介護１ 714 825 704 813 688 797 655 757

要介護２ 824 934 812 921 796 905 756 861

要介護３ 1,060 1,171 1,045 1,154 1,029 1,137 979 1,081

要介護４ 1,161 1,271 1,144 1,252 1,127 1,236 1,071 1,175

要介護５ 1,251 1,362 1,233 1,342 1,217 1,326 1,157 1,259

Ⅱ型介護医療院サービス費 特別介護医療院サービス費

サービス費（Ⅰ） サービス費（Ⅱ） サービス費（Ⅲ） Ⅰ型特別サービス費

療養型老健相当 療養型老健相当 療養型老健相当 利用者の要件等が
看護6:1 介護4:1 看護6:1 介護5:1 看護6:1 介護6:1 満たせない場合

(ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室 (ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室 (ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室 (ⅰ)従来型個室 (ⅱ)多床室

要介護１ 669 779 653 763 642 752 608 714

要介護２ 764 875 748 859 736 847 700 806

要介護３ 972 1,082 954 1,065 943 1,054 897 1,003

要介護４ 1,059 1,170 1,043 1,154 1,032 1,143 982 1,086

要介護５ 1,138 1,249 1,122 1,233 1,111 1,222 1,056 1,161
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